答 　申 　書

平成１８年２月３日

　　丸亀市長　新　井　哲　二　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丸亀市自治基本条例策定委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　鹿子嶋　仁　印　　
丸亀市自治基本条例（案）について（答申）

　平成１７年１２月１５日付け１７企企第３３４号で諮問のあった丸亀市自治基本条例（案）について、次のとおり答申します。

記

　当策定委員会は、自治の進展を図り、自立した地域社会を実現するため、「丸亀市自治基本条例」の策定に向け、国、県を始め、社会の動向や市民ニーズなどを考慮しながら、平成17年12月15日から平成18年２月３日までに４回開催し、慎重に審議いたしました。

諮問された条例（原案）に基づき、策定委員会において審議を重ねた結果、別添条例（案）のとおりといたします。

今後、条例（案）を策定し、また条例の施行に当たっては、以下の提言等に十分配慮されるよう求めます。

１　市民が主役のまちづくりを推進するための条例であり、今後、市民に対する啓発活動等を積極的に行い、市政への市民参画・協働の促進に努めること。

２　市民への広報活動に当たっては、分かりやすい文章表現に努めるとともに、条例内容等について体系的に図式化するなど、市民の理解が得られるよう工夫すること。
　３　条例の施行に当たり、関係する例規等の整備は、早期に実施すること。なお、整備等に当たっては、策定委員会で提案された次の意見を考慮すること。

　　⑴　市政への市民参画に当たっては、あらゆる機会を保障する。

　　⑵　市民意見を求めるに当たって、市は、検討に必要な情報の提供と十分な期間を設ける。
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